
17,000人(7%)の 増 加 が 見 込 ま れ る 。 昭 和60年 時 点 の 予 測 値 で は,普 及 率

50%の 場 合 で6,000人 増 加,約2.3%増,普 及 率30%で は12,000人 で4.6%

千 人

290

280

270

260

250

240

230

220

210

200

190

鰯 万人
マイ,譜 及

による雇用減

最大39,000人

最小19,000人

'蒜 ＼
＼ 実質雇用減

㌦ 礁 交

百貨店販売業務就業者の推移(推 定)

45年50年55年

の 人 員 増 加 が 見 込 ま れ る こ と に な る。

60年 65年

7.4検 針 要 員 の 推 移

(1)予 測 の前 提

三 公共 事 業 の メー ター数

53蹴 騰 約4,000万 メ ー タ ー

約2,500万 メ ー タ ー(簡 易 ガ ス も 含 む)

約3,500万 メ ー タ ー
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表7-4各 事 業 の検 針 回数 と検 針要 員数 の 推定

◆

＼ 検針回数/年 検針 員1人 当 り 稼動 日数/月

(主 メーター)検 針数/日

電気事業

ガス事業

水道事業

12匝]25022日

6[司20022日

6回12016日

電 気 事 業 検 針 員(4,000万 ×12回)÷(250メ ー ター ×22日 ×12ヵ 月)=7,270人

ガ ス 事 業 検 針 員(2,500万 ×6回)÷(200メ ー ター ×22日 ×12ヵ 月)=2840人

水 道 事 業 検 針 員(3500万 ×6回)÷(120メ ー ター ×16日 ×12ヵ 月)=9,110人

計=19220人

●

〈仮 説 〉

・メー ター数 の増 加 率 年平 均3.0%

・稼動 日数 減 少予 想 電 気 ・ガス22日 →20日

・1985年 のテ レメ ー ター普 及率 最大30%最 小10%

・1990年 のテ レ メー ター普 及率 最 大60%最 小30%

(2)予 測 結 果

上記 仮説 に よる昭 和60年,65年 時点 ま で の検 針 要 員 の推 移 は下 記 の とお り

で あ る((財)電 気 通 信総 合 研 究所 推 計)。

表7-5検 針 要 員 の 推 移(推 定)

60年 65年

現在雇用者数19,220人 25,240人 29,260人

テ レ メ ー タ ー普 及 後(最 大 の ケ ー ス) 17,660人 11,700人

テ レ メ ー タ ー普 及 後(最 小 の ケ ース) 22710入 20,480人
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人

30,000

25.000

20,000

15.000

10,000

5,000

2.9千 人

54年

＼
＼
＼1.2千 人

＼

検針要 員の推移(推 定)

60年 65年

マ イコン普及に伴 な う雇用減

(最 大17,560人 最小8,780人)

実 質雇用減

(最 大7520人 最 小△1,260人)

?

三公益 事 業 にお け る マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ普 及 に伴 う検 針 員 の 雇用 減 は今 後

の需 要増 加 を加味 した場 合最 大17,560人,最 小8,780人 で あ る。 実 質 的 な減

少 は,普 及 率 を最 大 と見 積 もっ た場 合(マ イク ロコ ン ピュー タの コス ト低 下 が

極 め て大 きい場 合),現 状 の約40%で 人 員 に して7,500人 とな る。 普 及率 を最

小 と した場 合 実 質的 に は現状 の約7%程 度,人 員 に して1,260人 程 度 の増 加 が

見込 まれ る。

7.5オ フ ィ ス ・ ワ ー カ ー の 雇 用 変 化 の 考 察

(1)考 察 の 対 象

本 項 で は 事 務 機 械 を経 由 して の マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の 雇 用 に対 す る影

響 を考 察 す る(㈱ 旭 リサ ー チ セ ン タ ー 考 察)。

・普 及 が 飽 和 に 近 い もの … … 複 写 機,マ イ ク ロ フ ィ ル ム

・普 及 しつ つ あ る も の … … … フ ァ ク シ ミ リ,オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ

・今 後 普 及 す る もの ワ ー ドプ ロ セ ッサ

(2)事 務 機 械 の利 用 動 向

1985年vateけ る 事 務 所 の 機 械 化 に つ い て 日本 の ユ ー ザ ー は,下 図 の よ うに
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み てい る(J工PDEc「 情報 処理 動 向調 査 」 よ り)。

3

(06)

⑤ ま っ た く予 想 で き ない 。

①事業の省力化はほぼ限界
に来ており、今後とも間

23
(4.7)

(o.4)

④ ほ とんどの事務が自宅で端末機で
行えるようになり、現在の形のオ
フィスは姿を消す。

341

(69.7)

② 事業量の増大と
事務の機械化が

ほ ぼ見合 う形で

進展 し間接人員
はほぼ現状のま

ま推移する。

図7-5オ フ ィ ス の将 来 の 変 化

この結 果 に よれ ば,事 務所 要 員数 の減 員 に機械 化が影 響 す る とみ て い る もの'

は回答の十 で ある。残 りの÷ は, 現状 の まま推 移 す る もの と考 え て い る。
■

ここで注 意 すべ きは,減 員 に影響 す る もの は 「新 しい分 野 の機 械 化 」 に よる

もの とされ て い る ことで あ る。 つ ま り,既 存 の商 品 の普 及 に よる もので は ない。

(3)各 論

本項 の冒頭 に示 した商 品 につ いて検 討 す る。

① 複 写 機

現 在,複 写 機 の 利 用 形 態 は,専 用 オ ペ レ ー タ ー が な く,し た が っ て,か り

に機 械 の性 能 が 向上 して も,こ れ に よって浮 く事務職 員 の 時 間 は,他 の業 務

に振 りか え られ る こ とに なる。
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② マ イク ロ フイル ム機 器

マ イク ロ機 器 は,物 理 的効 率(占 有空 間)は 高 め るが 人 間的 効率(撮 影,検

索)に は 貢 献 しない。この欠点 を除 去 し うる技 術 的 改 良 を行 うこ とは困難 で あ

るo

③ フ ァク シ ミ リ

ファク シ ミ リの利 用 は,

(イ)電 話,郵 便 の 代替

(→ テ レ ック ス,テ レ タ イプの代 替

と して行 わ れ る場 合 が 多 い。

テ レ ック ス,テ レ タイ プで 送 られ る情 報 は,

(イ)一 般通信 文

(・)伝 票類

で あ る。 しか しこれ らが ファ ク シ ミリへ と移 行 した場 合,省 力 の効 果 が表 面化

す る可 能性 は 低 い。 なぜ な らば,(イ)は 省 力の 可 能性 は あ るが,そ の量 は少 な く,

(→は省 力 の可 能 性 が ない た めで あ る。 伝 票類 は 最 終的 に は コ ンピ ュー タに入 力

され るわけ で あ り,か りに端末 側 が省 力 され て もそ の負 担 が コ ン ピュー タセ ン

ター に移行 す る のみ で ある。

(社)日 本 電 子工 業 振興 協 会 の調査 に よっ て も,フ ァク シ ミ リ導 入効 果 を要 員

削減 に求 め た もの は 少 ない。 これ を次 図 に示 す。

e
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図7-6フ ァ ク シ ミ リ導 入 効 果

傷

1.経 済 性 の 向 上

2.迅 速 性

3.確 実 性

4.省 力 化

5.事 務 能率 の向上

原 稿 をナ マの ま6
. ま送 れ る忠 実性

7.そ の 他

52

106

103

79

75

一2

137

④ オ フ ィス コ ン ピュー タ

オ フ ィス コン ピ ュー タを導 入 す る事 業 所 は,規 模 が小 さ く従 業 員 の職 務 は

大 企 業 ほ ど分 化 して な い 。 した が っ て,オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 は

か な らず し も要 員 削 減 を と も な う も の で は な い。

⑤ ワー ドプ ロセ ッサ

ワー ドプ ロセ ッサは,新 しい分 野 の機 器 で ある。 しか し,ワ ー ドプ ロセ ッサ

の 需要 予 測は,過 去 の 実績 値 が ない だけ に困 難 で ある。 わず か にJIPDECが

ユ ー ザ ーに対 して1985年 の状況 に つ いて ア ン ケー トを試 み た もの が ある。 こ

れ を次 図 に示 す。

これ に よれ ば,ワ ー ドプ ロセ ッサ が普 及 す る とい う見 通 しを もつ もの は 回答

者 の20%に す ぎな い。

こ こでは,大 多数 の回 答 者の 意 見 に従 って ワー ドプ ロセ ッサの 普 及 は ない と し

て お く。
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図7-7日 本 語 ワー ドプ ロ セ ッサ の 普 及 度

5①

(1.1)事 務 机のほ とん どが事実上の ワー ドプロセ ッサになる。

14②

(3.0)各 企 業のほ とんどの部署に設置される。

76

(16.1)

③ 各企業のほ と
ん どの事業所

に設置される

281

(59.7)

④ あ るてい どは伸びるが普及するまでは至

らない。

54

(11.4)

⑤ ほ とん ど

期 待 で き

ない

つ
想

い

)

ま

予

な

即

く

き

41

(
⑥
た
で

1020304050.60708090100

〔回答者数471〕

(4)ま とめ

☆ 複 写機

・現在 ,普 及 は飽 和 状 態

・今 後 は買 換 需要 が 主

・した が って ,事 務 職 員 に影 響 な し。

☆ マ イク ロ フイ ル ム機 器

・現在 ,将 来 と もに普 及 は低 調(技 術 的 改 良 に よる普 及増 も望 み薄)

・導入 し,有 効 利 用 をす るた めに は増 員 が必要。しか し増 員 を行 うほ どの

魅 力 な し。

・導入 に よる 減員 の可 能性 在 し。

☆ フ ァク シ ミリ

・急 速 な成 長 が期 待 され る。

・増 大 分 の一 部は テ レ ックス,テ レ タ イプ よ り移行 す る。

・ただ し,テ レ ック ス,テ レ タ イプの 要 員 の省 力は あって も,専 任 オペ

レー ターは 少 ない ので それ が表 面化 す る こ とは ない 。

☆ オ フ ィス コ ンピ ュー タ

・急 速 な成 長 が期 待 され る。

・導 入 企業 は,小 規 模 で あ り,事 務職 員 の機 能 分 化は ない。 そ うした環

境 に お いて は省 力は 期 待で きない。
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☆ ワー ドプ ロセ ッサ

・当分 は普 及 しないo

・した が って ,省 力表 面 化せ ず。

以上 の ように一 般 事務機 器 利 用 面においてはオフ ィス ・ワー カーに特記 すべ き増

員,減 員 は認 め られず 、 近 い将 来 に おい て省 力効果 が表面 化 す る こ とは ない

で あ ろ う。

●
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Wマ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 に よる雇用問題へ の対応

8.1労 働 雇 用 面 に お け る 問 題 の 考 察

8.1.1影 響 の概 要

現 段 階 で 明 らか に され た わが 国 に おけ るマ イ ク ロ コン ピ ュー タが 雇 用 に与 え

る影 響 の 概要 を列挙 す れ ば大 む ね 次 の とお りで ある(業 種 別,製 品別 に相 異 は

あるが,そ れ につ いて は 第N,V,M章 を参 照 され た い)。

① 新 規 需要 の拡 大

〔 イク ・コ ン ピュー タの急 速 な性能 向上 と価 格 低減 に伴 い,そ の需 要 は急 速

に増 大 してお り,社 会 経 済 活動 の あ らゆ る分 野 に浸透 しつつ ある。 わが 国の マ

イ ク ロ コ ン ピュー タ技 術 は半 導 体 技 術 と ともに世 界水 準 に達 して お り,産 業 と

して の規 模 も増大 しつつ あ る。 応 用 機器 メー カー もこれ を積 極 的 に 導入 して高

付 加 価値 化 した 製品 開発 あ るいは 新 製 品 の開 発 を行 ってい る。

② 新規 産 業 の 発生

マ イ ク ロ コン ピュー タの普 及 に伴 って,高 い技 術 水 準 を持 った 新 しい タイ プ

の 中小 企 業す なわ ち 「シス テ ムハ ウス」 が登 場 して,年 とと もに複 雑 高度 化 す

る ア プ リケー シ ョン シス テ ムの 開発 に 当 ってい る。 今後 ます ます 増 強 され る利

用技 術 の 高度 化,多 様イヒ,個 別 指 向性 の強 化 等 に よ り,強 力 な ソフ トウ ェア技

術,シ ス テ ム技 術 を有 す る シス テ ムハ ウスに とって広 大 な市場 が 生 じつつ ある。

③ 開 発技 術 者 の需 要増 大

開発 面 で は シス テ ム ・ソ フ トウ ェア 開発 人員 の増 強が 推進 され て お り,特 に

新 製 品 開発 に不 可欠 な電 子 デ ジタル技 術 思考 を有す る技 術 者 な らびに シス テ ム

の トー タル デ ザ イ ン能 力 と シス テ ムの オ ー ガナ イズ能 力 を有 す る技 術 者 の需 要

が高 ま って い る。 長 期的 にみ れ ば応 用 製 品 開発 需要 並 び にそ れ に伴 うソ フ トウ

ェア需 要 の急 速 な増 大 に 対 し,こ の面 での人 材 払底 が 懸念 され る。

④ 開発 技 術者 の技 術 転 換

既 存 製 品 の マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用製 品へ の開 発移 行 に伴 って,従 来 の製
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●

品 設計 生産 技 術 開 発 に たず さわ る技術 者 の技 術転換 が急速 に推 進 され て い る
。

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの応 用 形 態 に よりそ の 対応 に は ちがい が あ るが
,い か な

る技 術 分野 で あっ て もマ イク ロコ ン ピュー タ技 術 の習 得 な しに は新製 品開 発 へ

の対 応 力 を欠 くこ とに な り,従 来 以 上 に高度 な技術 開 発思考 が求 め られている
。

⑤ 生産 性 向上 と工程 作 業者 の転 換

製造 面 で は,工 程 の技術 革 新 に よって1人 当 た りの生産 性 は 著 しく向 上 して

い る。 一 方製 品 需要 の増 大 と多角 的事 業展 開に よ り,現 在 の ところ人 員数 はほ

とん ど変 わ らず 推移 して い る。 長期 的 に みれ ば工程 作 業者 の 減 少 とマ イ ク ロ コ

ン ピ ュー タを扱 え る人材 の不 足 とが懸念 され るが ,既 存 の熟練 労 働者 に対 す る

技 術再 教 育 がさかんに行 われ てお り,こ の傾 向 は今 後 も続け られ る方 向 に あ る。

⑥ 販 売 部 門 の技術 力強 化

高 度 化 した製 品 の 開発期 間 の 短縮 と類 似 製 品 の販 売競争 下 に あっ て ,販 売 力

強 化の た め の人 員増 が見 られ る。 また この部 門へ の システ ム エ ン ジニ ア リング

教 育が さかん に行 わ れ て い る。

⑦ 販 売 ルー トの変 更

製 品 の質的 変 化(低 価格 化,量 産 量 販 品化)に よ り,新 規 販 売 ル ー トの 整備

が急 がれ て い る。 す でに時 計,電 卓 ,カ メ ラな どでは 量販 ル ー トが主 流 に な り

つ つ あ るが,こ れ に より既 存 販 売 ルー トに介在 す る業 者へ の 影 響 が少 なか らず

表 われ て い る。

⑧ エ ン ドユーザー の質 的 転換

そ の機 器 が もつ 省 力化,自 動 化 効果 のた め,既 存労 働 者 の職 場 に 少 な か らぬ

影 響 が及 ぶ と予 想 され る。 そ の典 型的 な例は"作 業 か ら操 作 へ"の 労 働 の質的

転 換 で あ る。 わ が 国 にお い て は企業 内教 育,訓 練 制度 が 発達 して い る こ と,職

能 別 組 合 形態 と{まなって い ない こ と,労 働 者 自身が新 技術 の 導入 に積極 的 で あ

る こと等 か ら,仕 事 の質 的 転換 や労 働 者 の組織 内移 動 が比較 的 ス ムー ズに行 い

うる状 況 に あ り,こ の こ とが 直 ちに失業 問題 につ なが る傾 向 は見 られ ない。

⑨ エ ン ドユ ー ザ ーで の人材 育成

利 用 側 に あ っ て今 後求 め られ る人材 と しては,直 接 的 には システ ム変 更 及 び

メ ンテ ナ ンスに 対応 で きる ソ フ トウ ェア技 術 者 で ある が ,応 用機 器 の有 効 な活
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用 のた め には 多様 な テ ク ノ ロ ジーを理解 し使 い こなせ る管 理 者 と しての 人材 が

求 め られ る傾 向 に あ る。

8.1.2雇 用 イ ンパ ク トの考 察

以 上 の よ うな種 々の影 響 を総 括 すれ ば マ イク ロ コ ンピ ュー タが雇用 面 に与 え

て い る影 響 の現 段 階 での評 価 は,少 な くと も失 業 の 発生 をみ て い ない とい う点,

新規採 用 が発生 してい る点 で量 的 には プ ラス とい って も よい で あ ろ う。 企業 内

で の技術 転換 が比 較 的 ス ムー ズに行 わ れ てい る こ とを考 慮 して質 的 な評価 を加

味すれば,マ イクロコンピュータの役割 は 産業 構 造 変 革期 における知識 集 約 型産 業

への 移行 の中 で貴 重 なエレメ ン トになっていると言 える。しか しなが らこうした質量

ともに"良 い方向に向かってい る"と いった現 象が,今 日の ように厳 しい 国際 間 で の

技 術競 争 下 に あっ て長 く続 くで あろ うとす る確証 は 今 の と ころ何 もない 。

そ こで今 後 予想 され る雇 用 面 へ の影響 を洗 い 出 し,対 応 策検 討 に 資す るた め,

次 の3つ の視点 か ら現 象 を見 直 し,問 題 点 を整理 してお きたい。

① 雇用 増 加 を もた ら してい る要 因 は何 か

② 雇 用減 少 を もた らす 要 因 は何 か

③ 雇 用へ の マ イナ ス影 響 を吸収 して い る要 因 は何 か

(1)雇 用増 加 要因

マイ ク ロ コン ピ ュー タの応 用 が雇 用 を刺激 し増加 を もた らす 要因 として相 互

に 関連 し合 う以 下 の4つ の ポイ ン トが指摘 で きる。

① マ イク ロコ ン ピ ュー タそ の ものの 需要 拡 大

旺 盛 な応 用製 品 ・システ ム開発 ニー ズに支 え られ て マ イク ロコ ンピ ュー タ

その もの の需要 が拡 大 し,LSエ メー カー,材 料 メー カ ーにお け る技術 レベ ル

と生産 効 率 は飛 躍 的 に向上 した 。 この た め2～3年 前 に は技 術最 優位 の立 場

に あ った ア メ リカ と今 日では 肩 を並 べ る まで に至 っ てい る。 日進 月歩 の技 術

進 歩,開 発 力強 化 のた め,ハ ー ドウ ェア製 造 技術 及 び ソフ トウェア関連 技 術

に携 さわ る人 員が増 加 し,ま た多様 化 し高 度 化 す る システ ム開発 ニー ズ に応

え るた め販 売人 員が強 化 され てい る。 製造 工 程 そ の もの は装 置 化 され て い る

た め人 員増 に は むす びつ か ない が,開 発技 術 の国際 競 争 下 に あ って今 後 も開

発 人 員は増 強 さ れ て い くと予 想 され る。
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需要 の 飛 躍的 拡 大 の 背景 に は わが 国のLSIメ ー カ ーが総 合 エ レク トロニ

クス メー カー の一 部 門 と して発 達 して きて お り,開 発 成 果 の波 及 が他 の エ レ

ク ト・ニ クス分 野 に急 速 に反 映 す る とい う利 点 もあ る。

マ イ ク ロ コン ピュー タ応 用 ニ ー ズの高 い異 業 種 メー カー でのLSIの 内 製

化 の動 き もこの 部 門 での 新規 雇 用機 会 を発 生 さ せ てい る。

② 応用 製 品 開発 ニ ー ズの増 大

開 発 ニ ー ズの増 大 は 新規 雇 用機 会 を創 出 させ てい る最 も基 本 的 な要 因 で あ

り,端 的 に3つ の方 向 に分 け られ る。 第1は 応 用 製品 メー カ ーで の開 発部 門

の増 強 で あ り,第2はLSエ メーカー と応 用 製 品 メーカー の 間 に あ って,高 度

な ア プ リケー シ ョン ・シス テ ム技 術 を提供 す る こ とに よって製 品 や シス テ ム

の 開発 を行 う"シ ス テ ムハ ウス"で の雇 用増 大 で ある。 第3は これ も シス テ

ムハ ウスの業務 領 域 に属す るが ,大 企業 では 手 に負 え ない あ るい は 対応 で き

ない個 別 指 向性 の高 い製 品 や,こ れ ま で全 く市 場 に なか っ た製 品 の開 発 に よ

る雇用 の増加 で あ る。

③ 応 用製 品 の市 場(需 要)の 拡 大

上記 開発 ニー ズ と異 な り,製 品市場 の 拡大 は 開 発,製 造,販 売,メ ンテ ナ

ンスあるいは販 売 チャネル,技 術 チ ャネル,部 品 供給 メー カーの すべ てに わ た

って 雇 用 増 加 の要 因 となる。製 造 部 門 では在来 製 品の工程は簡 素 化 され るが新

製 品の 多様 化 に よ って人 員数 は 維 持 又は 補強 され る。 製 品の 質 的 な変 化 と販

売競 争 に よって 販 売 チ ャネルの 強 化が は か られ,ま た,業 務 用 機器 分 野 にみ

る よ うに 中小 企 業 や,事 務 部門,流 通 部 門 な どを対 象 と した技 術 チ ャネルの

強 化 な ど も人 員 補強 とと もに重 要性 をま して い る。

④ 応 用製 品活 用 ニ ーズの 増 大

上 記 の3つ の ポ イ ン トは い ずれ もマイ ク ロ コ ン ピュー タ供 給 関連 に おけ る

雇用 増 加要 因 で あ るが,生 産 財分 野 に おけ る応 用 製品 活 用 ニ ー ズが ユ ーザ ー

側 の雇 用 を増 加 させ る可 能 性 もない わけ で は ない。

特 に事務,流 通部 門 では,マ イ ク ロ コン ピュー タ応 用 製 品 に よって生 産 効
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率 を高 め よ うと して お り,従 来 自社 内 に シス テ ム部 門 を有 してい なか った 企

業 では機 器 の 有効 活 用 の た め新 しい人 材 を 求 め る傾 向 に ある。

ただ し,こ の要 因 で の 雇 用増 加は あ ま り大 き くは ない。

(2)雇 用減 少要 因

ま た雇 用 を減 少 させ る要 因 と しては 次の3つ の ポ イ ン トが 指摘 され る。

① 既 存製 品 の市 場 規 模 縮小

同一 用途 の製 品で 既 存 製 品 と新 製 品 の開 発 メー カーが 異 な る場合,既 存 製
、

品 メー カーの市 場 シ ェアが 縮小 し,収 益 低 下 あ るい は 市 場 か らの 撤 退 を余

儀 な くされ る場 合 が あ る。

マ イク ロコ ン ピ ュー タ応 用の 場 合,従 来 の機 械技 術 依 存型 製 品 分野 へ の電

機 メー カーの 市場 参 入 が 激 し く,既 存 製 品 メー カーに とっては マイ ク ロコ ン

ピュー タの 応 用 い かん が 企業 存続 に とって 死活 問 題 に な りつつ ある。

また,部 品 の エ レク トロニク ス化 に よ り,従 来 の機 械 部 品 メー カーや工 具

メー カー の仕 事量 が 減 少 し,技 術 転換 能 力 の 低い メー カーに影 響 が及 ぶ おそ

れが あるo

② 応 用製 品利 用 に よ る生 産 効 率 の 向上

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ導 入 に よる生 産 プ ロセ スへ の 影響 は省 力化 ,高 付 加

価値 化,省 エ ネル ギ ーの 要 求 の も とに大 き く拡 大 さ れ る。そ の一 つ は,マ イ

ク ロコン ピュー タ応 用 製 品(生 産 財)を 製 造設 備機 械 と して利 用す る場合 で

あ り,他 は 自社 製 品 の マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用 に よ○ て生 じる部 品集 約化

に よる工 程 の短 縮 で ある。 現在 この2つ の 効率 化 が 同 時に進 行 してk・ り,雇

用問 題へ の最 も大 きな イ ンパ ク トとな って い る。

③ 応 用 製 品 ・シス テ ムの 活用

事務 あ るいは 流 通 部 門 の よ うに製造 分 野 以外 で の生 産 効率 向上 の動 きは従

来 あ ま りみ られ なか ったが,オ フ ィスオ ー トメ ー シ ョンやPOSシ ステ ムへ

の期 待 に み られ る よ うに肥 大 化 した組 織 の 活性 化 あ るい は情 報 化 を 目指 して

新技 術,新 シス テ ムを導 入 し よ うとす る傾 向は近 年 とみ に強 ま ってい る。

一152-■

●

ρ



`

●

これ に よって 雇用が 減 少す る とは 考 え に くい が ,労 働 力需 要,雇 用 増 加 を

抑え る可 能 性 は 十 分 ある。

④ 応 用製 品 シ ステ ム流 通 の チ ャネ ルの 変 化

応 用 製 品 が従 来 製品 の 販売 チ ャネ ル を流 通 しな くなる原 因 は2つ ある。 一

つ は デ ジタル時 計 の ケー ス に 見 られ る よ うに ,従 来 の高級 イ メー ジの 商品 が
オ

大量,低 価 格,メ ンテナ ンス フ リー商 品 と して生 まれ変わ る場 合 で あ り,こ

れ に よ り,小 売店 におけ る粗 利 益率 の低 下,修 理 費収入 の減 少 を もた らす。

商 業 用重 要 は か りに お いて も同様 の こ とが言 え る。 もう一つ は従 来 の単 体 販

売 商 品が シス テ ム商 品化 す る こ とに よ り,販 売 面 で システ ム エ ン ジニア リン

グ技 術 が要 求 され る場 合 で あ る。 販促 活 動 と技 術 流 通の効 率 化 のた め販 売 チ

ャ ネルの統 合,再 編 成 が進 め られ る傾 向に あ る。 これに よる影響 は技 術 対 応

力 の ない販 売店 の チ ャ ネルか らの撤 退 の 形 で表 わ れ る。

(3)影 響 吸収 要 因の働 き

上 記(2)で 指 摘 した よ うに,マ イ ク ロコ ン ピュ ー タの 持つ省 力 効果 は ,わ が 国

に おい て も例 外 な く雇用減 少要 因 で あるが,こ の ことが雇用 困難 にむす びつ か

なか った主 な 理 由 と して 次の2つ の要 因 が指 摘 され る。

① 産 業 界 の対 応 の 迅速 さ

す でに述 べ た よ うに産業 界 全体 が 知 識 集約 化,技 術集 約化 の 移 行過 程 に あ

り,マ イ ク ロ コン ピ ュー タは そ れ を促進 す る主 要 な エ レメ ン トと して とらえ

られ て い た こ と。 この た め,異 業 種 間の共 同 開発 が 活発 にお こな われ 開発 競

争 が 刺激 され,少 な くとも供 給 サイ ドに拾い て は 暗黙 の うちに マ イク ロコ ン ピ

ュー タ時 代へ の コン セ ンサ スが で きあが ってい た と見 るこ とが で き る
。

この 点 は 系列 部 品 メニ カーへ の エ レク トロニ クス 関連技 術 の指 導 や 製品 多

角化へ の参 加 要 請,あ るいは 販 売代 理 店 や顧 客 へ の エンジニ ア リン グ教 育 の

提供 とい った 形 で表 われ てい る と 言え る。 これ に よ って既 存 産 業へ の マ イ ナ

ス影 響 は最 少 限 に とどま った。

② 企業 内 対応
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生産 プ ロセスへ の影 響 は 工程 作 業者 の技術 転換,企 業 内配 置 転換 に よって

吸収 さ れ てい る。 これに は わ が国 の労 働 組合 の形態 が職 能 別 に なっ てい ない

こ と と,終 身雇用 制度 が もた ら した企業 内教 育,訓 練 制度 の発 達 が大 き く寄

与 してい る。 また集 団主 義 か ら発 生 す る グ ルー プ学 習 とそ の効 果 も見 逃 せ な

い。 これ らの点 は工程 作 業 者 に か ぎ らず,開 発 部 門 の技術 者 に もあて は ま る。

8.1.-5問 題 点 の 整 理

前 項 の考 察 結果 を集 約 し,今 後 の動 向 を加味 して問 題点 を整 理 すれ ば以 下 の

とお りで ある。

(i>マ イ ク ロ コン ピ ュー タの 雇 用 に与 え る影 響 は現段 階 で は質 量 と もに プラス

の 方 向 に向 い てい る。

(2)こ の現 象は マイクロコンピュータそ のものについては 旺盛 な国 内 の応 用製 品 開

発 ニーズに支 え られ,ま た応用製 品については内外の市場 拡 大 に支 られた ものである。

(3)マ イク ロコン ビ=・一 夕の 雇用 面 に もた らす マイナス要 素 は,産 業 界 の積極 姿

勢 と相 当 な技 術 イ ンパ ク トに も対 応 しうる 企業体 質 とわが 国 の 雇用 慣 行 に よっ

てい み じ くも吸収 されて しま って い る。

(4)需 要 拡大 とい う要 素が 働 か な けれ ば,如 何 に 企業 内 での 技 術転 換 が うま く

行 った と して も,雇 用 は減 少 に向 か った で あ ろ う。 ま た,柔 軟 な対 応 に よって

必要 な人 材 を確保 しなけ れ ば,需 要 拡 大 に も対 応 しきれ な か った で あ ろ う。 全

体 的 に教 育水 準 が高 い こ とが 従業 者 の対 応 を容 易 な ら しめ て い る。

(5)し か しなが ら,今 後 国 際 的規 模 で の需 要拡 大 が続 き,米 国,西 独 をは じめ

フ ランス,イ ギ リス,ス ウ ェー デ ンな どが エ レク トロニ クス 産業 振興 策 の も と

で技 術 水 準 を飛 躍 的 に高 め てい く ことは 自明 で あ る。 この 場 合従 来 以 上 の厳 し

い経 済 環 境 下 に あ って,LSIを は じめ わ が 国 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ関連

機 器 が ス ムー ズ に,大 量 に 国 際 市場 に 浸透 して い く とは考 え に くい。

(6)ま た,企 業 の 技 術,知 識,設 備 等 の 集約 化 に伴 って発 生 して 已 る作 業者 の

技 術 転 換 や配置 転 換 が,就 業 人 口の高 齢 化 が急 速 に進 展 す る環 境 下 に あ って従

■
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来 どお り円滑 に行 い うる とも考 え が た い。

(7)更 に ま た,よ り知 識集 約的 就 業 人 口が 求 め られて い るに もかか わ らず,製

品 開発 に か か わ る高度 な技 術知 識 の 教 育は もっぱ ら企業 内教 育 で まか な われ て

い る。 技 術 教 育 を提供 で き る余 裕 と能 力 を有す る企業 は 限定 さ れ て お り,そ こ

か ら技 術 が 普遍 的 に伝 達 され る こ とは ない。 今後 の 多様 化 した 需要 拡 大 に対 応

して い く上 で は 企業 内 教育,開 発 ニ ーズ に よる人 材 養成 だけ では 不十 分 で あ り,

ア プ リケ ー シ ョンシス テ ムの 開発 態 勢 に支 障 を きたす おそ れ が ある。

(8)今 後 の マイ ク ロコ ン ビ=一 夕の 適 用分 野 の拡大 とそ れ に伴 う利 用 者 の 態様

の 多様 化,非 熟練 化 に よリア プ リケ ー シ ョンシス テム分 野 に広 大 な市 場 が広 が

りつ つ あ るが,こ の ニー ズ を満た す に十 分 な産 業 基盤 は 確立 され てい ない。 わ

が 国 では 利 用技 術 にか か わ る コス トは無 償 で あ る とす る暗黙 の 慣 習が あ り,従

来 か らシス テ ム エ ンジ ニア リングの 独 立 した 成長 を大 き くさま た げ て きて い る。

マ イク ロコ ン ピ ュー タに よる この 分 野の ニー ズは,従 来 の よ うに大 手 メー カ

ーか ら大 手 ユー ザ ーへ の機 器 の納 入 だ けで は な く
,中 小 企業 や 中小 零 細 を含む

流 通 部 門 あ るい は複雑 に細 分 化 され た事 務部 門,あ るいは また一 般 大衆 を対 象

と した機 器 開発 等 に ある だけ に,基 盤整備 の お くれ に よって需 要 拡 大 と技 術 思

想 の 普及 が抑 制 され て しま うおそ れ が ある。

(9)マ イ ク ロコ ン ビ=L－ 夕の技 術 思 想 は現在 の ところ メー カー の販 売 チ ャ ネル

や技 術 チ ャネル を通 じて しか末 端 に伝 達 され てい ない。 この こ とは利 用 側 に お

け る新技 術 へ の対 応 を遅 らせ るばか りでは な く,技 術 の 一 般的 知 識 に 関 して持

て る者 と持 た ざる者 との能 力格 差 を発 生 させ,持 た ざ る者 の技 術 転 換 を 困難 に

させ る可 能 性 が あ る。

⑩ ほ とん ど 自立 的 に 発生 した シス テ ムハ ウス を除 けば 中小 企業 での マイ ク ロ

コ ン ピュー タ導 入 は 著 しく遅 れ てい る。 い わ ゆる系列 化 さ れ てい ない 企業 で は

親 会社 か らの技 術 指 導 を得 る とい った こ ともな く,独 自の技 術 改 良 を迫 ま られ

て い るが,技 術 転換 を行 う資金 的余 裕 や能 力 を持 た ない ところが 多い。
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8.2求 め ら れ る 対 応 策

以 上の ような観 点 か ら今後 求 め られ る雇 用問 題へ の 対 応 策 を列 挙す れ ば 次の

とお りで あ るo

(1)開 発 技 術者 の 養 成

マ イク ロコ ン ピュー タ関連 製 品 の新 機種 開発 に 関連 して ソフ トウ ェア技 術 ,

ア プ リケ ー シ ョンシス テ ム技 術,電 子 デ ジ タル技 術 等 の 知識 を有す る開発 技術

者 の需 要 が 飛 躍的 に 高 ま って い る。 従 来 この面 では 企業 内 の技術 者 の技 術 転換,

新 規技 術 者 採 用後 の 企業 教 育 に よ って 人材 を育 成確 保 して きた が,新 製 品開発

競争 が今 後 ます ま す 激化 す る と予 想 され る 中 で,優 秀 な技 術 者 の短 期 戦略 化 は

急 務 の課 題 とな りつ つ あ る。 技 術者 の ニ ー ズは 企業 内教 育制 度 の ない 中堅 ある

いは 中小 企業 に も発 生 してお り,こ れ を充足する た め には 公的 機 関等 にお いて 必

要 な基 礎 技 術 を 身につ け た大 量 の技 術 者 育成 をはか る必要 が あ る。 また プロ グ

ラマーの 不 足が 懸 念 され るが,こ の 面 で も教 育,技 術 習 得体 制 を拡 充 整備 す る

必 要 が あ る。 す で に汎 用 コン ピュー タ等 の普 及 に伴 い,そ の利 用活 用 面 にお け

る シス テ ム エ ン ジニアや プ ログ ラマ ーの 養成 につい て は 従来 か ら相 当の努 力 が

な されて い るが,量 的 には絶 対的 人 員不 足 を きた して い る。

マ イク ロ コ ン ピュー タに つ い ては ,技 術 が急 速 に発 達 し,多 数 の新 分野 が生

まれつつあるため,そ の目的にかなった情報 処 理技 術 者の養 成 を急 が なけ れ ば な ら

ず,今 後 い っそ うの努 力が 必要 で あ る。

(2)新 しい産 業 の育 成,振 興 強 化

新 しい 雇用 機会 を創 出 し うる 分野 と して,今 後 最 も期 待 され るの は シス テ ム

ア プ リケー シ ョンを 中心 機能 とす る エ ン ジニア リン グ部 門 で ある。 わ が国 で は

中核 的知 識 ・技術 武 装 を した高 度 知 識技 術 集 約型 の 中小 企業 が 「システ ムハ ウ

ス」 と して登場 し,あ る特 定 分 野 に強 力 な知 的能 力 を発 揮 して あ らた な事 業基

盤 を形成 しつ つ あ る。 しか しなが ら,わ が 国 では コ ン ピュー タ ソ フ トウ ェア に

対す る正 当 な価 値 評 価 や エ ン ジニ ア リン グ フ ィー に対 す る正 当 な評 価基 盤 が確

立 され て お らず,こ れ らの産 業 は大手 メー カー に依 存 した サポ ー ト部 隊 と して
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の枠 か らなか なか 脱 皮 で き な い 状 況 に あ る。 今 後 マ イ ク・ コン ピュー タの発

展 に よって ハ ー ドウ ェアの生 産 面 での コス トが縮 小 し,ソ フ トウ ェアの 部 分が

コス ト面 で も大 きな比 率 を示 め る よ うに な る と ,ソ フ トウェア を産 業 と して成

立 させ る こ とが 雇用 安 定へ の 解 決 の 糸 口につ なが る可 能性は 高 い。

又,単 に ハ ー ドウェ アに 直結 した ソフ トウェアや ア プ リケ ー シ ョンだ け では

な く,マ イク ロコン ピュー タ関 連機 器 シス テ ム導 入 の さ い の シ ス テ ム エ ン ジ

ニ ア リング部 門 もま た独 立 した産 業 と して 育成す る こ とに よって ,高 い 雇 用 力

を持 ち得 る と考 え られ る。 また 逆 に これ らの 産業 基 盤 の確立 な く しては, 、マ イ

ク ロコ ン ピュ ー タ関 連機 器 ・シス テ ムの需 要 を末 端 ま で広げ る こ とが で きず 雇

用創 出に大 きな期 待 が 持 てな い こ とに もな る。 更 に 新 技 術 に 取 り残 さ れ る分

野 にお い て雇 用不 安 が発 生 しない とも限 らな い。

以 上 の観 点 か ら,マ イク ロ コ ン ピ ュー タの発 展 に伴 う雇用 機 会 創 出の 場 と し

て現 在 は パ ラパ ラに進 行 して い る 次の4つ の分 野vatoけ る基 盤 整備 が 強 く要 請

され るo

〈1>ソ フ トウ ェア産 業 の 基盤 確 立

〈2>シ ス テ ム ハ ウスの 振 興強 化

〈3>シ ス テ ムエ ンジニ ア リング産 業 の振興"

〈4>メ ー カーに おけ る テ クノ ロジ ー ・チ ャネル の整備

(3)技 術 者,技 能 者,管 理 者 の 再教 育

わが 国 は教 育 水準 が 高 い ことか ら もわ か る よ うに技 術 革新 に伴 う企業 内技 術

者 や,生 産 部 門 の技 能 老 に対 して従 来 か ら技 術再 教 育 を行 い,必 要 に応 じた技

術 転 換 に か な りの成 功 をお さめ て きた。 しか しなが ら マイク ロ コン ピ ュー タ技

術 導 入 に伴 う技 術 転 換 は単 に知 識技 術 のみな らず,例 えばデジタル 思考 へ の転 換

とい った従 来 の思 考 感 覚 を超 え た転 換 を要 す る ことか ら も,か な り高度 な再 教

育が 必要 で ある。

また再 教 育の 必要 性 が直 接 の 開発,生 産 部 門の 範 囲 を超え て,管 理者 や,販

売,メ ン テナ ンス部 門 に及 ぶ もの で あ り,部 門 ごとの役 割 に応 じた教 育 が要 請
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され て い る。 この た め には まず 養 成す る者 が 必要 で あ るが,固 定 した学 問 分 野

や技 術 分野 と異 な り,体 系が 存 在 して い ない の で マ イ ク ・ コン ピ ュー タの技 術

教 育は 多様 な角度 か ら新 しい体 系 をつ くる試 み が なさ れ るべ きで あ る。 そ れ を

担 当す る機 関 が多 重 な もの で あ る必 要 もあ り,単 に企 業 の教 育 に依 存す るの で

は な く,大 学,専 門 学 校,研 究 機 関,第3セ ク ター等 に よる教 育研 究体 制 の確

立 と整 備 が 急が れ る。

また,こ れ らの機 関 が それ ぞ れ の機能,目 的 に応 じて 再教 育 を分担 す る こ と

が望 ま しく,か って コンピュー タ時代 の 幕 開け に 演 じ られ た教 育,研 修以 上 の努

力が 必要 で あ る。 特 に,今 後 ます ます 重要 な課 題 とな りつ つ ある 中高年 管 理者

虐へ の教 育 の あ り方 と して新 技術 へ の対 応 力 を維 持,強 化す るた めの カ リキ ュ

ラ ムが 重要 視 され よ う。

(4)中 高 年労 働 力へ の 配慮

わが 国 にお け る マ イ ク ロコン ピュー タに よる技 術 革 新 は就 業 人 口の高 齢 化 と

若 年 労働 力の減 少の 中で起 こって い る。 いつ の 時代 で も技 術革 新 に よる労働 力

の変 化 は,若 年労 働 力 が 新技 術 市場 に参入 し,既 存労 働 力は配 置 転換 等 に よっ

て働 く場 を与 え られ て きた。 しか しなが ら今 日の よ うな雇 用環 境 に あ っては,

企業 もこれ まで の よ うに豊 富 な若年 労働 力 に依 存 した 雇 用 慣行 を続 け る ことは

難 し くなって い る。 ま た,労 働 力過 剰経 済 の も とで生 産 性 向上 をはか りなが ら

これ を 強要 す れ ば 当然 の帰 結 として多 数 の余 剰 人 員 を生 む こ とに もな る。

多 くの研 究結=果に 示 さ れ る よ うに,現 代 の 中 高年 層 の 能 力は か つて の過 酷 な

労 働条 件 の も とで老 齢化 してい った人 とは 全 く異質 な もの で あ り,貴 重 な人 材

の能 力活 用 の た め新 た な取 り組 み が必 要 で あ ろ う。

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タに よる影 響は 今 起 こ りは じめ たば か りで あるが ,'事 前

の対 策 こそ 重要 と考 え る。 この場 合,年 齢 に よる能 力評 価 よりもむ しろ新技 術

へ の対 応 力が 問 題 と な る。 新 規 雇 用 ニ ーズの 高 い 製 品 開発 分野 へ の転 向は無 理

と して も,生 産 部 門,販 売部 門,メ ンテ ナ ンス部 門等 にお け る能 力活 用 に は大

き な可 能 性 が あ る。 中高 年層 の技 術 転換,配 置 転換,職 種 転換 は 今後 ます ます
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重 要 な 課題 とな るが,体 力 の維 持 は もと よ り気 力,知 力な ど,新 技 術 動 向 に対

応 して い くた めの 活 力の 維 持 あ るい は 回復 をは か る諸対 策 を講 じる と,ともに,

技術 革 新 の 推進 役 と して も積 極 的 な 活 用が はか られ る必要 が あ る。

(5)婦 人 労働 力へ の特 別 の 配慮

技 術 革 新 に よる雇用 の変 化 で最 も影 響 されやす い のは 婦人 労 働 力 で ある。 か

って は 生 産技 術 の 向上 に よる作 業 の簡 素 化 とと もに婦人労 働 者 が 大 量 に労働 市

場 に参 入 したが,'今 度 は産 業 オ ー トメー シ ョンの進 行 に よ り第 一線 現 場 か ら婦

人労 働 力が排除 され る傾 向 に あ る。 監 視作 業増 加 等の労 働 の質 の変 化 に よって

婦人 労働 力の 活 躍の場 が 開 か れ る とす る 見方 もあるが,新 た な ニ ー ズは従 来 以

上 の 知識 を要 し,絶 対 数 に お い ては あ き らか に従 来 の労 働 需要 を下 ま わ る。 婦

人労 働 力は 過去 の経 過 を参 照す れ ば,短 期 戦 力型 で あ り,採 用 を停 止 す る こ と

に よ って 自然減 少 してい く傾 向 に あ る ため,新 た な技 術 革 新 に伴 う指 導,育 成

もな しに労働 予 備軍 と して(非 熟練 労 働 力の まま)社 会 シス テ ムの 中 に 吸収 さ

れ て しま うのが つ ねで あるo

しか しなが ら,婦 人労 働 力 がす で に社会 経 済の 仕組み の 中で大 き な役 割 を果

た し,絶 対 数 に おい て わが 国労 働 力 市場 の半数 近 くを占め るに至 って い るこ と

を 新 た め て想起 し,技 術 革 新 に伴 う婦人 労 働 の活 用 を積 極 的 には か る施 策 を講

じる 必要 が ある。

婦人 労 働 にか か わ る も う一 方 の 問 題 は高度 に洗練 され た知 的 労 働 力の未 活 用

の 問題 で ある。 多 くの デ ー タが 示 す よ うに 産 業,特 に企 業活 動 の 場 に おけ る

婦人 の 知 的活 動 分 野は あま りに も狭 く,大 学 卒就 職者 に お いて も単 純 作業 以 外

の 場 は あ ま り与 え られ て い ない。 一 方 で マイ ク ロ コン ピュー タ関 連技 術 の普 及

に伴 う知 的 労 働 力需要 が拡 大 し,そ の 人 材不 足が 懸念 され てい る が ,こ の 分 野

で の 婦人 の活 躍 余地 は き わ めて大 きい と言え る。 但 し,家 庭 の 主 婦層 を 中心 に

就 業 を希 望 す る者 の増 加が 予想 され るが,雇 用機 会 の提供 とと もに十 分 な就 業

条 件 の整 備 をはか る必 要 が あ ろ う。
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(6)労 働 時 間 の短縮

高 い生 産 性 向上 が 進 む 中 で,雇 用の 安 定 を確 保す る最 良 の方法 は1人 当b労

働時 間 の短 縮 に よって 労働 力 を適正 配 分 す る こ とで あ る と言わ れ る。 特 に経 済

成長 が鈍 化 し,新 しい雇 用機 会 が拡 大 され に くい 状況 に あ って は,製 品 需要 の

拡大 に依 存 し,雇 用機 会 を 広 げ よ うとす るの はか な り危 険 で あ る。

マ イ ク ロコン ピュー タの場 合,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タそ の もの は もと よりそ

の関 連 製 品 の市場 は今 ま で の と ころ,一 部 民 生機 器,事 務 機 を除 けば,内 需 型

であ ったoし か し今後 の 市 場 は海 外 に あ おが なけ れ ば な らず,そ の需 要 は 国 際

経 済動 向 に大 き く左 右 され る 運命 にあ る。 この た め需要 の変動 に対応 で き る雇

用 面 での 素 地 を十 分 に固 め て お く必要 が あ る こ とは言 うま で もない。

労働 時 間 の短 縮 は需 要 変 動 の バ ッフ ァー的 役割 を も有 してお り,予 見 で きな

い事 態 に対 処す る意 味 で も重 要 な施 策 と思 われ る。 今 後 多角 的 な検討 をす す め

体 制 の整 備 を行 う必 要が あ ろ う。

⑦ 中小 企業へ の 関 連知 識 技 術 の普 及 促 進

マ イク ロ コン ビ■ 一 夕の産 業 的応 用 プ ロセ スの 中 で 中小 企業 が果 た す 役割 は

きわめ て大 きい と予 想 され てい る。 現 在,多 くの 分 野 で構造 改 善事 業 が進 行 し

てい る が,マ イク ・ コン ピュー タに よる構造 変 革 は急 速 で あ り,対 応 し切れ ず

に市場 か らの 撤 退 やむ な きに 至 る ケー ス も少 なか らず発 生 す るおそ れ が ある。

特 に,従 来 の機械 部 品 メー カーや ア ッセ ン ブ リの 下 請け 専 業 メ ー カーに と って

マイ ク ロ コ ン ピュー タの 出現 は 企業 の死 活 に かか わ ってい る。 新技 術,知 識 の

消化 吸収 は 中小 企 業 に と って か な り至 難 の わ ざで あ り,特 に 中小 企業 を対 象 と

した ソ フ トウ ェア 関連 知 識技 術 の普 及促 進 が 重要 な課題 で ある。 現在 の と ころ,

マイ ク ロ コ ン ピュー タの 影 響 は新 しい産 業 機 械の 導 入 に よって 中小 企業 の技 能

労 働 力 不足 が 解 消 され る とい った メ リヅ トが あ るが,よ り広 い範 囲 でみ れ ば,

新 技術 に よる体質 改 善 や 新製 品 との価 格 競 争 に取 り残 され る企業 の 発生 が深 刻

な問題 とな ろ う。 この面 で の産 業 振興 施 策 の 早急 な確立 が 望 まれ る。
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8.5今 後 の 研 究 課 題

前 節 ま でに現 段階 で想定 しうる マ イク ・ コン ピ ュー タの雇 用 に与 え る影 響 に つ

いて問題 点 と考 え られ る対 応策 を検討 して きたが ,こ の種 の 問題 の 波 及は これ か

らで あ り,今 後更 に研究 を進 め るべ き課 題 は数 多 い。 そ の中 か ら雇 用創 出 ,雇 用

不安 の回避,国 際 的経 済 トラブルの未 然防 止 を3つ の柱 と して 当面 探 索 を要 す る

と思 われ る分野 を拾 い上 げ,項 目を列 挙 すれ ば 次 の とお りで あ る。

〈市場 予 測〉

(1)マ イ ク ロ コン ピ ュー タの応 用製 品分野 の探 索 と ,現 状 の応 用 製 品,応 用 シ

ス テ ムを含 め た市場 の 予 測 に関 す る研 究

(2)第 三 次産 業 等 に おけ る マ イク ロ コxピ ュー タ応 用 製 品 応 用 シス テ ム活 用

分野(主 と して サ ー ビス業)の 探 索 と社会 的 ニー ズ ,市 場 の予 測 に関 す る研

究

(3)マ イク ・コ ンピ ュー タ及 び そ の応 用 シス テ ムの開 発 ,利 用 に かか わ る新規

技 術 サ ー ビス分 野 の探 索 とそ の市場 の 予測 に関す る研 究

くテ ク ノロ ジー ・アセス メ ン ト〉

(4)マ イク ロコ ン ピュー タの応 用 分野 拡大 に伴 う分 野別 テ ク ノ ロ ジー ・ア セス

メ ン トの研 究(特 に情 報化 の進展 に及 ぼす 影響 につ い て)

(5)マ イク ロコ ン ピュー タが1990年 代 の産 業 構 造 並 びに労 働 力構 成 に及 ぼす

影 響 に関 す る研 究,産 業 政 策 へ の反映

(6)マ イク ロコ ンピ ュー タの生産 財 応 用(広 義 の意)に か かわ る具 体的 影響 の

把 握(特 に供給 側,利 用 側 で発 生 す る諸問 題 と雇 用維 持 対応 力 につ い て企業

内 テ ク ノ ロ ジー ・ア セス メ ン トの研 究 推進)

(7)マ イク ロコ ン ピ ュー タの 消費財 応 用 ,新 製 品 出現 に かか わ る国民 生 活 へ の

影響 の把 握(特 に若年 層 を 中心 と して)

〈技術 思 想 の普 及 ・教 育 〉

(8)マ イク ロ コン ピ ュー タ関連 の技術 思 想 の普 及 ,啓 蒙 のた め の教 育機 関,マ
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ス メデ ィアの活 用方 法 並 びに教 育環 境整 備 に関す る研 究

(9)マ イ ク ロコ ン ピ ュー タに よる職種 内容 別 雇 用 の過 不 足 の解 明 と,技 術 転換

の ため の教 育訓練 カ リキ ュ ラ ムの 整備 並 び に社会 教 育 制度 のあ り方 に つい て

の研 究

く国 際的 規模 で の問題 解 決 〉

⑩ 製 品輸 出相手 国 を含 めた 国際的 規 模 で の雇 用 ア セス メ ン ト並 び に多元 的 な

雇 用 問題 解決 方 法 に 関す る研 究

⑪ 海外 よりの頭 脳 流 入増 加 に伴 う適切 な教 育 環境 の整 備 と社会 的 受 け入 れ に

つ い ての研 究

⑫ マ イ ク ・コ ンピ ュー タ関連 技術,応 用 製 品,応 用 システ ムの開発 ・利 用 にお

け る国 際 分業 の あ り方 につ い ての研 究(国 際 的 なコ ミュニケー ションギャ ップ

解 消 と多角的 国 際協 調 へ の新 しい視 点 として)

〈省 資源 ・省 エ ネル ギ ー との関 連 〉

⑬ マイ ン ロコ ンピ ュ一 夕の活 用が 省 資源,省 エ ネル ギ ー,公 害発生防上等 に も

た らす 効果 に関 す る研 究

〈 シ ミュ レー シ ョンモ デ ル策 定 〉

⑭ マイ ク ロコ ンピ ュー タの雇 用 イ ンパ ク トに関 す る シ ミュレー シ ョンモデル

の開 発 並 び に ケー ス の策 定 に関 す る研究

●

'
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補 遺

,

`

「マ イ ク ロエ レク トロニク スの雇 用に与 え る影 響 調査 」委 員会 にお い ては

各 界の専門家か ら本調査課題に関す る貴重 な助言をいただいた。 しかし調査

研 究 期 間等 の制 約 か らそ の視点 のす べ て につ いて 網 羅的研 究 を 行 な うこ とは

不 可能 で あ った 。

また 、調 査研 究を 終 了 して改 め て マ イク ロコン ピュー タの雇 用 に与 え る影

響 分析 に 必要 な新 しい 視点 に気 づか され た 部分 もあ る。そ こで 、各 委 員 に本

調査 課 題 に つ い ての コ メ ン トの執 筆 を依 頼 し 、こ こに補遺 と して 示 す こ と と

した。 委 員各 位 のお 骨折 りに対 し 、深 く感 謝 の意 を 表す る次 第 で あ る。

委員長 猪 瀬 博

(財)日本情報処理開発協会

⑮ 日本能率協会総合研究所



▲
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`

"マ イ ク ロ コ ン ピ
ュ ー タ と雇 用 問 題"に 関 連 した

今 後 の 検 討 課 題 に つ い て

壼 岐 晃 才

1.1980年 代 に お け る産業 構 造 の 変化 と

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ普 及 との 関係

1980年 代 は,わ が 国の 産業 構 造 を激化 させ る"時 代"で ある と思 わ れ る。 言

うま で もな く,そ の最 大 の 要 因 は 石 油 価 格 の 上 昇 で ある。80年 代 を通 じて,

OPECカ ル テル が 完 全 に解 体 す る とか,ま た,値 上 げ 志向 を停 止 す る とは想定

しが たい。 他 方,消 費国 カル テル結 成 へ の 動 きは よb顕 在 化 す る と して も,o

PECカ ル テル に対 し,圧 倒 的 優位 性 を確 保 し,石 油価 格決 定 権 を奪 還 す る可 能

性 は小 さい もの と思 わ れ る。 した が って,世 界石 油 需給 関係 の 変動 に よって,石

油価 格上 昇 の程 度 には変 化 が あ る と して も,石 油価格 の 上 昇 基 調 に は 基 本 的 変

化 は生 じな い と予 測 され る。

と ころで,石 油価 格 の 恒 常 的 上 昇 基 調 は2つ の 側 面 か ら 日本 経 済 に 圧 力要

因 と して働 くこ とに な る。1つ は,コ ス トプ ッ シュ ・イ ンフ レー シ ョンの圧 力 で

あ る。 また,石 油価 格 の上 昇 は,本 来,国 内 購売 力 と して支 出 され るべ き所得 を

OPEC諸 国 へ移 転 させ る結果,内 需 を削減 し,デ フ レー シ ョン要 因 と もなる。 石

油 価 格 の 上 昇 が 持 つ こ の2つ の働 きは,日 本 経 済 に恒 常的 ス タ グ フ レー シ ョン

圧 力 が作 用 す る こ とを意 味 す る。

さ らに,石 油価格 の 上 昇 は,財 相 互 間 の相 対価格 を変 化 させ る た め,需 要 の シ

フ トを発生 させ,需 要 構 造 の変化 を促 進 す る。 そ して,こ の こ と は 供 給 構 造=

産 業構 造 の 変 化 を もた らすの で あ る。

した が っ て,日 本 経 済 は,ス タ グ フ レー シ ョンの断 え ざる危 険 性 に さ らされ つ

つ,同 時 に,急 速 な産 業 構 造 の変 化 を経験 せ ざ るを得 ない と思 わ れ る。

こ う した状況 を想定 す る と,産 業 ・企 業 に おけ る省 エ ネル ギー,省 力化 へ の欲
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求,相 対価 格 の 変 化 に と も な う新 規 需 要 分野 への 参入 意 欲 は,ま す ま す増 大 す る

と考 え られ る。 そ の場 合,マ イ ク ロコン ピ ュー タは,い か な る産 業 分野 の,ど の

ような と ころ で,そ の 市場 を発 見 す る ことに な るの で あろ うか。

ま た,マ イ ク ロコ ン ピュー タの 持 つ 特 性 が 有 効 に 機 能 す る と考 え られ る業 種

は,い か な る もの で あ るの か。

さ らに また,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 採 用 自体 が 産 業 構 造 の 変 化の 態様 に影

響 を与 え る もの と思 われ るが,そ の 実相 は ど うか。

そ して,そ う した変 化 は,最 終 的 に(例 え ば1990年 に)は,わ が国 の 労 働 力

構 成 にい か な る変 化 を現 出 させ るの か。

以 上 の よ うな諸 点 が解 明 され るな らば,今 後 の わ が国 の産 業構 造 を考 え る上 で,

か な り有 効 な イ ン プ リケ ー シ ョンが 得 られ る もの と思 われ る。

」

●

2.雇 用特 性 か らみ た 日 ・米 ・欧 の 国際

比 較 とマ イ ク ロ コン ピ ュー タの影 響

マ イク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 に与 え る影 響 が,日 本 に おい ては,欧 米諸 国 ほ ど

深 刻 に受 け と られ てい ない とい う事実 は,明 らか に 雇 用 特 性 に よる もの と思 わ

れ る。 と ころ で,わ が 国 にお け る,い わ ゆ る 「終 身 雇用 」「年 功 序 列 」等 々の特

性 が,80年 代 を通 じて ど の よ うな変 容 をみせ る かに つ い ては,今 日必ず し も定

説 が ある とは 言 い難 い。 企 業 の主 観 的期 待 と客 観 的判 断 とが しば しば混 同 され て

論 議 され てい る例 す ら散 見 され るの が実 際 で あ る。

戦後 の 日本 経 済 は,周 知 の よ うに,き わ めて 急 激 な技 術 的 変化 の なか に置 か れ

た わけ で あ るが,そ れ に もか か わ らず,雇 用特 性 が基 本 的 に変 化 した とは考 え ら

れ ない。 む しろ,急 速 な技 術 的変 化 の イ ンパ ク トを 雇 用 特 性 を生 か しつ つ有 効

に吸 収 す る こ とに成 功 した と も考 え られ るの で あ る。

では,マ イク ロ コ ン ピュー タ とい う「技 術 革 新 」は,戦 後 日本 経 済 が経 験 した

「技 術革 新 」に比 して質 的 に異 な る イ ンパ ク トを持 つ の で あろ うか。 す なわ ち,

■
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日本 の雇 用特 性 に基 本 的変 化 を もた らす もの であ るか否か,が 検 討 され なけ れ ば

な らない。

その ため には,欧 米 との雇 用特 性 の 国 際比 較 も必要 であ ろ う し,ま た,欧 米諸

国 の技 術 革新 イ ンパ ク トに 対す る吸収 力 と,わ が国 のそれ との 比較 も重 要 な課題

で あろ う。 それ を通 じて,マ イ ク ロ コン ピ ュー タの影 響の度 合 に 関す る定 性 的判

断 が可 能 となる とと もに,産 業 政 策 への 示 唆 を与 え うる もの と考 え られ る。

●
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「情報 革新 」に対す る 日本企業 の対応力 とそ の評価につ いて

小 松 崎 清 介

マ イ ク ロコン ピュー タの 導 入 は,現 在 先進 工 業 国 が直 面 してい る 「情 報革 新 」

の一 つの 局 面 と考 え る こ とが で きる。 一般 に,「 情 報 革新 」の 影響 を定 量 的 に と

らえ る こ とは,大 規模 な調 査 を実施 しない 限 り,非 常 に困難 で あ る。 ど ち らか と

い え ぱ,過 少評 価 され る こ とが多 く,ま た立 場 に よっ ては過 大 評価 され る こ と も

ある'・

「情 報 革 新 」の影 響 が 的確 に と らえ られ ない理 由は,既 存 統 計上 情 報 ない し知

識 の位 置 づけが あま りに も小 さい た め で ある。 「情 報 革新 」に よっ て実 際の職 務

内容 が質 的 に変 化 してい る に も拘 らず,統 計上 は変 化 がない とい う現象 は決 して

珍 し くは ない。 また,わ が 国 の企業 経 営 の特 質 と して,環 境変 化 を企 業 が 内蔵 し

てい る シ ョック ・ア プ リー パ ー的 な仕 組 で受 け止 め るた め,「 情 報 革新 」の 影 響

が比 較 的 小 さ く見 え る とい う点 も重要 で あ る。 い ず れ にせ よ,こ れ ま での と ころ

ではマ イ ク ロコ ン ピ ュー タが 雇 用量 その もの に及 ぼ した影 響 は,軽 微 で あっ た と

み る こ とが で きそ うで ある。

今 回 の調 査 にお い ては,影 響 が大 きい と考 え られ る特定 業 種 につ い てケ ー ス ・

ス タデ ィが実 施 され た。 この 調査 を通 じて わ が国企 業 がマ イ ク ロ コ ン ピュ ー タの

導 入 に対 してい か に柔軟 に対処 しつつ あ るが浮彫 りさ れ た こ とは興 味 深 い。

ほ とん どの 企 業 は,マ イ ク ロ コン ピ ュー タ化 に伴 う対応 を,企 業 内配 置 転換 と

再 教 育 に よっ てい る。 これ は 企業 別 組合 が 中心 で あ り,か っ従 業 員 の適 応 能 力 が

高 い場 合 に は 円滑 に機 能 す る。 も し,経 済成 長 が 高 く,労 働 市 場 が拡 大 しつつ あ

る場 合 には さ らに好 都 合 で ある。 安定 成 長 下 に おい て も,こ の よ うな 日本 的特 質

はそ れ ほ ど急 激 に変化 す る こ とは ない と考 え られ るか ら,「 情 報 革新 」に対 す る

日本 企 業 の適 応 力は 今後 も比 較的 優位 を保 つ こ とがで きる であ ろ う。
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日本 企 業 の適応 力 のす ぐれ てい る こ とは,欧 米 諸国 にお い て も次第 に認識 され

始 め ては い る。 しか し,「 情 報 革新 」の進 展 に伴 っ て重 要 となbつ つ あ るQuaユi－

七yofWorkingLifeの な か での 「情 」ない し「感 」の評 価 につ い て は,ま だ

不 十 分 では な か った か と思 わ れ る。

新 しい 労働 環 境 に労 働 力 を適 応 させ てい く場 合,欧 米 流 の合 理 主義 だ け で は摩

擦 が大 き く,矛 盾 が増 大 す る こ とは す で に体験 ず みの ことで あ る。 とりわけ 重要

な再訓 練 に当 っ て 「情 」や 「感 」が従業 員 の 動機 づけ に果 す 大 きな役割 に つい て

は,も っ と重視 され るべ き で あろ う。 さ らに,こ の よ うなア プ ローチ を 可能 に し

てい る企 業 レベル の取 り組 み に つ い て,よ りす ぐれ た方式 の 開 発 を促進 す べ きで

あろ う。

い うま で もな く,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 雇 用 に及 ぼ す影 響 は,国 内問 題 より

も国際 問題 と して より重大 な結果 を もた らす もの で ある。 従 っ て,国 際 的 な コ ミ

ュニ ケー ン ヨン ・ギ ャ ップを埋 め る努 力 を さ らに払 うと ともに,影 響 の 及 ぶ範 囲

や テ ンポ を微 調 整 す る配慮 が不 可欠 で あ る と考 え られ る。

す で に欧 米 諸 国 は,わ が国 が短 時 日の うちに情報 化 を な しとげ た こ とを高 く評

価 す るに至 っ てい る。 日本 の情 報 化政 策 に学 び たい とい う動 きは定着 しつ つ あ る。

「情 報 革 新 」に対 す る 日本 企 業 の 適応 力の す ぐれ てい る点 に つ い て も,同 様 な評

価 が与 え られ,か つ わ が国 の微 調 整 努 力 と相 まっ て,世 界的 規模 で 「情 報革 新 」

の 促進 が図 られ る ことを期 待 した い。
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マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ と雇 用 問 題 解 決 の た め の 方 策 に つ い て

成 瀬 健 生

1.マ イク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 に与 え る影 響 に つい ての基 本 的 認 識 は"ま え が

き"6頁,下 か ら4行 目,「 む しろ,マ イク ロコ ン ピ ュー タの 発展 に よって創 出

され る新 しい雇 用機 会 に 目を向 け,こ れ を充 足 す る ため の施 策 に努 力 を集 中す る

こ とが… … 」に 明示 され てい る と思 われ る。

■

2.技 術革 新 には,コ ス ト低 減 と入 間 の活 動 分野 の 拡 大 との2つ の 面 が あ る。 こ

の 両者 の比 重 は技 術 革新 そ れ ぞれ に よって異 な る。 た とえ ば,蒸 気 機 関 の 発 明 な

どは,後 者 の 比重 が高 く,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの場 合 は 前者,と くに省 力化 の

面 が強 い と見 られ てい る。

3.し か し,マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス化 に よる ,新 製 品,新 市場 の 拡大 は,イ

ン ベ ーダ ー ・ゲー ムの よ うなTVゲ ー ムの分 野 だけ でな く,す で に広 汎 に見 られ

る。 た とえば 銀行 は,給 与 振 込,全 国 ネ ッ トな どの新 しい サ ー ビス分野 を拓 き,

そ の た め,銀 行 員 の絶 対 数 は 増加 してい る。 カ メ ラは,コ ン ピ ュー タ に よる レ ン

ズ 設計 の 飛躍 的 向上 と露 光 調 節の エ レ ク トロニ クス化 に よる,誰 で も上 手 に写 せ

る カメ ラの 出 現 に より,そ の市 場 を大 き く拡 大 した。 デ ジ タル時 計 ,カ ー ド電卓

を は じめ この 種 の例 は枚 挙 に暇 が ない。

●

4.こ の よ うに,マ イ ク ロコ ン ピュー タ も当 然,GN[Pの 潜 在成 長 力 を高 め る効 果

を持 つ。そ して,そ の顕 在化 が可能 となれ ば,成 長 率 と,就 業者1人 当 りGNP

(国 民経 済生 産 性)と の差 が雇 用 の増 加(成 長 率 の 方 が高 い と して)と なる。 こ

の場 合,問 題 が2つ あ る。1つ は,潜 在成 長 力 を顕 在 化 させ るた めの条 件 で あb ,
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2つ は,国 民 経 済 生 産性 の上 昇 をGNPの 成 長 よb小 さ くす るた めの 方 策 で あ る。

5.第1の 潜在 成 長 を顕在 化 させ る条 件 は ,企 業 にマイ ク ロエ レク トロニ クス を

活 用 した投 資 意欲 を起 こさせ る ことで,こ れは,投 資の 期待 利 潤 率 に よる。 今 日 ,

先 進 主要 国 にお け る企 業の 期 待利 潤 率 は,労 使 関係 に影 響 され る度 合 い が極 め て

大 きい。 具 体的 に は, .賃 上 げ率 いか ん に よるわ け で ある。 生 産 性 を 大幅 に.1二回 る

賃 上 げ を行 っ てい る国 は,利 益 圧 縮 とイ ンフ レを同時 に 発生 させ,ス タグ フ レー

シ ョン に陥 っ て い る。

6.第2の,国 民経 済 生産 性 をGNP成 長 率 以 上 に あげ な いた めの 方 策 は ,企 業

に省 力化 の必 要 を感 じさせ ない こ とで あ る。 企業 が省 力化 を推進 す る理 由 は賃 金

水 準 の 高騰 に ある。 つ ま り過 度 な賃上 げ を避 け る こ とに よっ て,省 力 化へ の 圧 力

は 薄 れ,生 産 増 に伴 う生 産性 上昇 が 中心 とな り,目 的は達 成 され る。

7.こ の よ うに,マ ク ロで見 た場 合 に は,賃 金 を過 度 に あげ す ぎない こ と(生 産

性 上 昇率 程 度 にす る こ と)に よっ て,マ イ ク ロコ ン ピュー タ導 入 の 雇 用 への 影 響

は防 ぎ うる。 しか し,ミ ク ロを考 え た場 合 に は,さ らに影響 は残 るの で あっ て,

そ の 問題 の 検 討 も必 要 に なる。

8.ミ ク ロの 問題 の第1は,マ イ ク ロコ ンピ ュー タ導入部 門 で生 産性 が大 幅 に向

上 し,そ の 部門(産 業,企 業,職 種)に おい て,大 幅 な賃上 げ が行 わ れ,そ れ が

社会 的平 準 化傾 向 に よっ て,他 の 部 門 に波 及 し,イ ンフ レ→ 引締 め→ 低成 長一 失

業 と連鎖 を形 成 す る場 合 で ある。 この場 合 は,労 使 が十 分 に 話 し合 い を 行 い,

配 転,関 連 部 門拡 大 な どを中心 に雇 用 確保 を第一 義 とし,賃 上 げ は全 体(企 業,

産 業,国 民 経 済)平 均 の生 産 性 に合 わせ る努 力が 必要である。 わが国では企 業 レベ

ル の労 使 間 の コ ミュニ ケ ー シ ョンの 良 さが ,こ の点 に関 し,有 効 に作 用 して い る。
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9.第2は,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ化 され,不 要 な い し,縮 小,変 質 した従 来 部

門 の従 業 員 の再 訓練,配 置 転 換 問 題 で あ る。 これ に関 しては,当 該従 業 員,労 働

組 合,企 業,政 府 が それ ぞ れ に役 割 を負 わ なけれ ば な らない が,特 に,当 該従 業

員,労 働組 合 の 態度 は決 定 的 に重 要 で あ る。 再 訓練,配 転 の 成 否 い かん が,企 業

あ るい は,一 国 経 済 の将来 を 左右 す るか らであ る。 わが 国の 企 業別 組 合 制 度 と労

働 者 の 考 え 方の 柔 軟性 は,こ れ に関 し,大 変 な利点 となっ てい る。

10.要 は,生 産 性 向上 部 門 の 賃金 を,平 均 水準 に抑 え,そ の 余裕 を雇 用 構造 調 整

の 源資 に使 うこ とで あ り,こ の 前提 とな るの は,賃 金 決定 は社 会 的 に高位 平準 化

傾 向 を持 つ ところか ら,部 分 の生 産 性 で な く,全 体 の生産 性 に見 合 っ た もの で な

け れ ば な らない とい う労使 の 共通 の認 識 で あろ う。

「

11.な お,マ イク ロコン ピ ュー タ導 入 に よっ て,国 民 経済 生 産 性 が超 大 幅 に上 昇

す る よ うな場 合 に は,賃 金 上 昇 と労 働 時 間短 縮 で,そ の成 果 を分 け合 うこ とが望

ま しい 。 但 し,大 幅 生産 性 上 昇 に見 合 う賃上 げ を行 っ た上 で,そ れ に加 え て労働

時 間短 縮 を行 うと,必 ず失 業 問題 が発 生 す る こ とは肝 に銘 じる必 要 が ある。

12.企 業 は ペ イす る場 合 に人 を雇 う。 これ は 自明 で あるか ら,技 術 革新 に対 す る

雇 用 対 策 は,

① ペ イす る分 野 の拡 大=新 技 術 に よる新 規 需 要 の開 拓(主 と して経 営 者)

② ペ イす る賃金 水 準 へ の 自制=全 体 の 生産 性 を基 準 とす る賃金 決 定(主 と し

て労組)

の2つ とい うこ とで あろ う。

●
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■

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ と雇 用 問 題 に 関 す る

マ ク ロ的 考 察 の 必 要 性 に つ い て

亀

名 和 小 太 郎

マイ ク ロエ レク トロニク スの 雇 用 に与 え る影 響 を検 討 す るば あい に 配慮 すべ き

ふ た つの 点 を挙 げ て みた い。

第 一 に,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 雇用 へ の影響 は つね に副 次 的 な もの で あ

っ て主 要 な もの では ない,と い う ことで あるdマ イ ク ロエ レク トロニ クスの 発 展

は,別 の 社会 経 済的 原 因 に よっ て惹 起 され る雇 用変 化 をせ い ぜい 加速 または 減速

し うるだけ であ る。 た とえ ば,流 通 分 野 に おけ る量 販 店 の 伸長 に よる零 細 小 売 業

へ の圧 迫 は,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス な しで も進 む で あ ろ うが,マ イ ク ロエ レ

ク トロニ クス を装備 したPosの 導入 は,こ の 変化 を促 進 す る で あ ろ う。

第 二 に,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス が雇用 に 対 して影 響 を もつ の は,そ れ が単

体 と して採用 され た時 では な く,そ れ が システ ム と して利 用 され た 時 で ある,と

い うこ とで ある。 た とえ ば,電 卓 は 事務所 内の 省力 に何 等の 効 果 をの こ さない が,

新 聞 の 自動編 集 シス テ ムは オ フ ィス 内の人 員 合理 化 に大 きな寄 与 を果 してい る。

以 上 の二 点 を ま とめ てみ れ ば,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの 雇 用 に及 ぼす 否定

的 効果 は,製 造 業 の生 産設 備 で大 き く,一 般 大衆 用 の 消費財 で小 さい,と 言 え よ

う。(た だ し,前 者 は マ イク ロエ レ ク トロニ クスの 導入 を待 つ ま で もな く,す で

に 自動 化 してい る。)

本 問 題 に,さ らに,今 後 の検 討課 題 を加 え る とすれ ば,上 述 の よ うなマ ク ロ的

考 察 を,と くに,社 会経 済的 な土 台の 上 に,実 施 す る こ とであ ろ う。
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マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 発 展 に 関 す る

現 状 認 識 と今 後 の 検 討 課 題 の 一 案

平 山 勝 英

マ イク ロコン ピュー タに代 表 され るマ イ ク ロエ レク トロニ クスの進 歩 は ,す で

にい ろい ろの 分野 に大 きな イ ンパ ク トを与 え つ つ あるが,本 格 的 な普及 は む しろ

これ か らと推 定 され る。 わが 国の 場合 には,優 秀 な しか も適応 力豊 か な人 的 資 源

に恵 まれてい るため,こ の技術進歩 に よる影響 を失 業 問 題 の ようなマ イナス の イ メー

ジで受 け とめ る者 は 少 な く,将 来 に向 っ て も期待 を持 って積 極 的 に導入 を図 る企

業 が 目立 つ昨 今 で あ る。 また個 人 的 な趣 味 の分 野 で も,マ イ コ ン ク ラブの 繁 昌 で

明 らか な とお りそ の愛 好 者 が増 加 してい る。

おそ ら くも うしば ら くの 間 は,マ イク ロコ ン ピ ュー タ と雇 用 問題 を深刻 に結 び

つ け て,導 入 反 対 を叫ぶ よ うな動 きは活 発 化 しない と思 われ る。 内心 困 っ た と思

う人 が多 くな る こ とは確 か で ある が,設 備 の近 代 化 に対 す る反 対 が 自分 の適 応 力

の欠 除,無 能 力 を表 明 す る よ うな結 果 に なる こ とを恐 れ,努 力 して ロボ ッ トを使

い こ表す よ うな能 力 を身 につ け るか,黙 っ て職 場 を離 れ るか,い ず れ か を選 択 す

る に違 い ない。 恐 ら く大 部 分 は前 者 の 道 を歩 むの でマ イク ロエ レ ク トロニ ク ス は,

ま す ます企 業 に深 く入 り こみ,企 業 の近 代 化,合 理 化 を一層 進 展 させ よ う。 経 済

成 長 を促 進 す る よ うな 技術 革新 の種 が少 な くな った と言 わ れ る今 日 におい て,マ

イ ク ロコン ピ ュー タは,日 本 の 国際 競争 力 を支 え る原 動 力 に もな る訳 で ある。 石

油価格 の 上 昇 な どの 国際 状 勢 も,わ が国 が生 き残 るた め に必 要 な,企 業 の この よ

うな動 きを促 進 す る。

しか しここで忘 れ て な らない の は,技 術 の進 歩 は何 時 の世 に おい て もプ ラス と

思 われ る影響 が大 きけ れ ば大 きい ほ ど,失 な う もの も大 きい とい う事実 で あ る。

失 な うもの を どの 程度 の マ イナ ス イ ンパ ク トと考 え るかは状 況 に より人 に より異

な るが,マ イナス 面 に 多 くの 人 々が何時 ま で も無 関心 で あ る と,い ずれ そ の反 動
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⑨

●

が来 る ことは歴 史 が教 え る と ころ で ある。 昭和40年 代 に大 きな盛 り上bを 見 せ

た公 害 反 対運 動 も,高 度成 長 時 代 の 自然環 境 の 浄 化能 力 を無 視 した無 神 経 な行 動

の 積 み重 ね が もた ら した もの で あ った。

マイ ク ロエ レク トロニ クスの 進 歩 は,大 気 汚 染 とか水 質 汚染 の もとに な った従

来 の 多 くの技 術 とは異 な りク リー ン なイ メー ジで あ り,庶 民 に は近 寄 り難 い存 在

で あっ た電子 計算 機 を電卓 化 す る こ とに よっ て大 衆 化 したように,使 い方に よっ て

は 近代 技 術の 持 つ人 間 疎外 の イ メー ジを庶 民 的 な ものに変 え る可 能性 もあ る とは

い え過 度 の楽観 は危 険 で ある。

この 際 われ わ れ は,日 本 の 現状 だけ を 見 るの で な く,ヨ ー ロ ッパ に お け る マ イ

ク ロコ ン ピ ュー タの 進 歩 に対 す る警 戒観 が,失 業 問 題 とい う現 実 に根 ざ した もの

で ある ことに注 意 す る必 要 が あ ろ う。 日本 にお い て問題 が深 刻 化 してい ない こ と

の理 由 と して,日 本 人 の 国民 性 とか労働 組 合 が ヨー ロ ッパ と異 な る ことを強 調 す

る より も,近 代工 業 化 社会 の 成 熟 度 を重 視 す る こ とが必要 で,こ の 方 が外 国 入 に

も理 解 され 易い で あろ う。 日本 におい て も5年 か10年 あ るい は もっ と近 い 将 来

に失 業 問題 が深 刻化 しない とい う保 障 は ど こに もない。今 回 の第2次 石 油 シ ョ ジ

ク を転 機 に 世界 的大 不況 が到 来 し,日 本 の製 品 が思 った よ うに売 れ な くな る恐 れ

は 明年 に もあ り得 る。 先達 の心 配 は,明 日の わが 身 の問題 と考 え て,国 際的 な視

野 で問題 発 生の 軽 減 策 を検討 し,協 力 し合 うこ とが 大切 で あ る。

近代 工 業 社会 の発 展 段 階の 相 違 は必 然 的 に知 識 経 験の違 い を もた ら し,も のの

考 え方 に も影 響 を及 ぼ してい るの で同 じ土俵 での 対 話は困難 で あ るが,可 能 な限

り共 通 の基 盤 を見 出 す努 力が続 け られ て よいの では あるまい か。

日本 で問題 が深 刻化 し,多 くの 人 々が この よ うな問題 に強 い 関心 を持 つ ま でに

は若干の年数 を要す ると思われるの で,今 後の数年間は欧米事情の歴史 的 ・客観

的把 握 の よ うな基礎 的課 題 を取 り上げ て も良い と思 う。 マ イ ク ロエ レク トロニ ク
ノ

ス の進 歩 は 過去 の もの では な く今 日 あるい は明 日の 問題 の ため,そ の 及 ぼ す影 響

の大 きさを欧 米 事情 の 調査 を通 じて明 らか に し,そ れ を 日本 の将 来 に当 ては めて
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み る よ うな こ とは 勿論 不 可 能 で あるが,社 会 の成 熟 度の 相違 に よる知 識 経験 の不

足 を補 ない,次 の 検討 に,あ るい は また国 際 的 な対 話集 会 で活 用 す る こ とが 重 要

で ある。

'
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国 際 労 働 運 動 の 動 向 と マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

雇 用 問 題 へ の 今 後 の対 応 課 題

藤 野 勝

1.「 第3次 産業 革 命 」をめ ぐ る最 近 の 国際 労働 運動 の動向

「マ イ ク ロ コン ピ ュー タ と雇 用 」が国 際 労働 運動 の 主 要 テ ー マ と して浮上 して

き たの は ここ1～2年 の こ とで あ るが,と くに労働 時 間短 縮 に よる雇 用 拡大 がそ

の運 動 の 主柱 に なbつ つ あるECの 労働 組合 に危機 意 識 は強 く,こ と しに入 っ て

この 課題 に対 す る取 組 み は一 層加 速 化 した とい え よ う。 もと も と この 課題 に着 目

したの は,わ れ われ の所 属 してい る エTS(国 際 産業 別 組織)の 一 つ であ る エM

F(国 際 金 属労 連)で あ った が,79年11月 に マ ドリッ ドで開 催 され たエCFTU

(国 際 自由労連)の 第12回 世 界大 会vafoい て も,こ の テ ー マが とb上 げ られ た。

同大 会 の 第9議 題 「就業 権 一 変化 す る世 界 と労働 組 合 の役 割 」の 項 では 「す べて

の 労 働 者 に仕 事 を与 え る とい うこ とは,産 業革 命 の時 代 に労 働組 合 が誕 生 して以

来,提 供 した労働 に対 す る十 分 な賃 金 と遂行 す べ き労働 に対 す る正 当 な条 件 と と

もに,労 働組 合 の主 要 な要 求 であ った。 こん に ち,創 出 す る より も多 くの雇 用 を

消滅 さ せ る危 険 性 を もつ マ イ ク ロプ ロセ ッサ が も た ら した 新 しい 産 業 革命 の 前

夜 に お い て,し か もそ の 革命 が,頑 強 に も高 い失業 お よび半 失 業 を もた ら してい

る時 点 に発生 してい る とい う時 に,国 際 的 な労 働組 合運 動 は,働 く意 志 の あるす

べ ての 労働 者 に雇 用 を提 供 し,そ れ に よっ て労 働者 が生 計 をた て得 る政策 を要求

してい る 」と して,「 マ イ ク ロプ ロセ ッサ の 利 用 は 多 くの 分 野 で労働 力 に とっ

て代 わるが,と くにサー ビス部 門 につ い ては大規 模 で相 対 的 に低 コス トで労働 力 に

とって代わ る。新 技術 は 経済 発展 に巨 大 な可 能性 を与 え る が,そ れ と同時 に雇用 に

対 して,ま た職 務 内容 な らび に労働 者 の 健康 に 対 して大 きな脅威 と もな り得 る。

従 っ て労働 組 合 は最 初 か らその導 入 に関 わ り合 い を持 ちそ の適 用 の あ らゆ る側 面

につ い て報 告 を うけ るべ きで あ る と主張 せ ね ば な らない 」と指摘 して い る。
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鉄鋼,造 船,自 動 車,電 機,航 空 機,工 作 機 械,時 計 な ど自 由主 義 諸 国 の金 属

労 働者 の結 集 の 場 で ある エMF(国 際 金 属 労連)で はす でに78年11月 の世 界

電 機 ・電子 産業 会 議 で この課 題 を とり上 げ,「 技 術革 新 と雇用 困難 」とい うテ ー

マ で マイ ク ロコ ン ピ ュー タ と雇 用 の 関係 をは じめ て討 議 した が,79年10月 に ウ

ィー ンで 開催 され た エMF中 央 委員 会 は 「第三 次 産業 革 命 一 マ イ ク ロ プ ロセ ッサ

と ロ ボ ッ ト 」を 最 大 の テー マ と して 行 われ た。 中 央委 員会 に は,2名 の エキ ス

パ ー ト(ト ム ・ス トニ アー英 国 ブラッ ドフォー ド大 学 科 学社会 部教 授,フ ォル カー

・ハ ウフ西独 科 学 技 術大 臣)が 招 か れ基 調 講 演 の あ と各 国 報告 が行 われ,「 第 三

次産 業 革 命 につ い て 」と題 す る次の よ うな決議 を採 択 した。 「生 活 の あ らゆ る分

野 にマ イ ク ロエ レク トロニ クス が無 規 制 に普 及 して い る こ とは,深 刻 な混乱 を ひ

きお こ し,予 測 し難 い 社会 的 影 響 を と もな うで あ ろ う。 その 影 響 の規模 は,目 下

の ところ小 規模 に しかす ぎない とは いえ,90年 代 に対 す る科学 的 な展 望 では,大

量 失 業,職 務 機能 の 大 幅 な変 化,技 能 の 低 下 が予 測 され てい る。 技 術 革 新 に よっ

て創出 され る雇 用量 が,喪 失 され る雇 用 量 を と り戻 す こ とは,ほ とん どない よ う

に思 われ る 」と して労働 組合 の さ ま ざま な対策 を述 べ,「 中央 委 員会 は,書 記 局

に 対 し,マ イク ロエ レ ク トロニ クス お よび ロボ ッ トの 分野 にお け る最 近 の 動 向 を

監視 検 討 す るた めに,定 期的 に会 合 を もつ 常設 の作 業 部会 を創 設 す る こ と,そ し

て必 要 な際 に は調査 資料 の検 討 の た め コ ンサ ル タ ン トを採 用 す る よ う指示 す る 」

この よ うに,ECを 中心 とす る国 際 労働 運 動 の舞 台 で,ロ ボ ッ トを含 め た マ イ

ク ロ コン ビ ・=一夕の普 及 が 「第3次 産 業革 命 」と位 置 づけ られ,今 後 の 中 ・長 期

的 な運 動 領 域 と して ク ロー ズ ア ンブされ て きた背景 を考 え て み る と,① 各 国 と も

第1次 石 油危 機 後 の 深 刻 なス タ グ フ レー シ ョンか ら「雇 用確 保 」が労 働 運 動 の課

題 となっ てい る こ と ② と くに ヨー ロ ッパ で は時 間短 縮 に よる雇 用拡 大 一い わ ゆ

る ワー ク シェア リン グが 運動 の 主柱 とな りつ つ あ り,マ イ コ ン技 術 の 急速 な進展

は これ に対 す る重大 な挑 戦 とな る こ と ③ 日本 と比較 して欧 米 の 労 働 組合 が 工 程,

工数,労 働 密度 とい っ たい わ ゆ る 「労働 の 人 間化 」に対 して よリシ ピア に対 応 す
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る こ と,な どが挙げ られ る。 した が っ て,少 な くとも労 働組 合 の レベ ル で は これ ま

での とこ ろ,日 本 か らマ イク ロコ ン ピ ュー タの輸 出急増 に よっ て欧 州 の雇 用不 安

が惹起 され る とい った 「貿 易摩 擦 」的 側 面 か らの 日本 に 対 す る非 難 ・批 判 は 出 て

k・らず,あ くま で 「第3次 産 業革 命 」の過 程 でいか に雇 用確 保 を してい くか,と

い うマ ク ロの命題 と して抱 え てい るの が特 徴 とい え よう。

,

■

`

2.今 後 の検討 課 題 に関 す る コメ ン ト

今 回 の報 告 書 が総論 と して,わ が国 に おい ては マイ ク ロエ レク トゴニ クス技 術

の 普 及 が 「当 面大 幅 な失 業 の 可能 性 は な・い 」と してい る こ とに異議 は ない が,し

か し今後 の 動 向 に よっては 雇用 面 に重 大 な影響 を お よぼ す こ とが想 定 され るの で,

雇 用不 安 の 解 消 と新規 雇 用機 会 の 創 出 に関 してい ま か らの 万全 な対 応 が な され な

け れ ば な らない。

と ぐに,問 題 となるの は,新 た な技 術革 新 の 進展 に よっ て もた らさ れ る雇用 増

(例 え ば情 報 処 理技 術者)は 比較 的 想定 が っ きやす いの に比 べ,雇 用 減 の方 は さ

ま ざま な要因 がか らみ あっ てお り,想 定 がつ きに くい点 で あ る。 現 に,工 業 セ ン

サ ス に よ る 日本 の電機 労 働者 数 は1973年 の140万 人 を ピー クに減 少 傾 向 を た ど

っ て お り,そ の 後4年 間 で約18万 人 減 とな ってい るが,こ の 要 因 は 長 期不 況 に

伴 う 「減量 経 営 」の徹 底 や海外 投 資 の増 大 とあい ま って 自動 化,省 力 化 の進 展 が

複 雑 にか らみ合 っ てい る。 こ う した雇 用 減少 を もた らす要 因 は今 後 も中 期的 に続

くとみ られ,マ イ コン技 術 の 普 及 に と もな う雇 用減 の実 態 をス トレー トに つか む

こ とは 極 め て困難 で あ る。 したが っ て,な し崩 し的 なマイ コ ンに よる雇 用減 を防

止 す るた めの 実 態分析 が必 要 となっ て こ よ う。

も う一 つの 問題 は,職 種 移 行 に と もな う問 題 で,単 に過 剰屈 居 二 る部 分 を不

足 部 分 に振 り向 け よ うとす るの は異 論 で あっ て,職 種 内容 別 の 雇 用 の過 不 足 を充

分 分析 した上 に立 っ て,キ メ細 い技 術 再教 育 ニーズへ の対 応 を考 え てい ぐこ とが

最 大 の問 題 だ と思 われ る。
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西 独 に学 ぶ 職 業 訓練 の重 要性 につ いて

三 田 輝

昭 和54年12月4日(火)のTheJapanEconomicJournaユ 紙 の サ プ ル

ハ
メ ン トに"Tech.inno▽ationlθads(}o▽ 七topropelnewvoca七ionaユ

training"と 題 した記 事 が 掲 っ てい ます。

この記 事 に よれ ば,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの技 術 が 現在 の ペ ース で発展 す れ ば

西 ドイ ツで5年 間 に30万 の仕 事 を奪 い,240万 人 の失 業者 が10年 間 に発生 す

る とい う不 吉 な予 測 を あ る著 名 な調 査機 関 が して お り,こ れ に対処 す る た めに,

労働者 の 他 業種 へ の シフ ト,職 業 訓練,法 律 の改正 を政府 と して強 力 に推進 す る

必 要性 が あ る こ とを述 べ てい ます。

技 術 の 進 歩 が社 会 活動 特 に経済 活 動 に 対 し影 響 を及 ぼ さなか った とい う例 は歴

史 の なか にそ の例 は な く,マ イク ロコ ン ピ ュー タの技 術 革新 が い か に大 き なイ ン

パ ク トを あ らゆ る 面 に 与 え よ う と も,そ れ を一 時 といえ ど もくい 止 め る こ とが

で きない こ とは 自明 で あ り,そ れ故 に,'西 ドイ ツ政 府 と して職 を失 な うで あ ろ う

労働 者 に 対 し早 急 な職 業 訓練 に よって,マ イ ク ロコ ン ピュー タの技 術革 新 の波 を

乗 り切 ろ う とい う政 策 を た てた もの で あ る こ とは は っ き り して い ます。

そ うい う観 点 に立 てば,今 回の マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 雇用 に与 え る影 響 調査

は,影 響 そ の もの を解析 す る こ との 方 に ウ エ イ トを置 い た もの とな って い るが ,

シンセ シス即 ち影 響 へ の対応 に関 して も前者 と同 じ程度 の ウエ イ トを置 くべ きで

あ った よ うな気 も します。 。

特 に マ イ ク ロコ ン ピ ュー タは新 規 事 業 の創 出 を促 す こ とは必定 で あ り,そ の辺

を予 測 してvocationaltrainingは どの よ うに あるべ き であ る かの考 察 は

是 非 と も行 な っ てお く必 要 が ある と思 わ れ ます。

ふ
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調 査 協 力 企 業 一 覧 表

(順 不 同)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

タ

安

山

富 士 通

㈱

東

シ

㈱

㈱

富

立

東

松

㈱

ブ

小

名 称

ケ ダ 理 研 工 業

立 電 気

武 ハ ネ ウ ェ

フ ァ ナ ッ

リ コ

京 電 気

ヤ ー プ

東 京 タ ソ

寺 岡 精 工

士 通

石 電 機

京 芝 浦 電 気

下 通 信 工 業

第 二 精 工

ラ ザ ー 工 業

西 六 写 真 工 業

菱 電 機

㈱

㈱

㈱

㈱

ル

ク

㈱ イ ト ー ヨ ー カ ド

日 本 電 気

アン ドール システム サポー ト㈱

㈱

㈱

ノ

所

㈱

㈱

㈱

㈱

舎

㈱

㈱

㈱

一

㈱

所 在 地

東京都練馬区

東京都港区 一

東京都渋谷区

東京都 日野市

東京都港区

東京都千代 田区

大阪府大阪市

東京都港区

東京都大田区

神奈川県川崎市

京都府京都市

神奈川県川崎市

神奈川県横浜市

東京都江東区

愛知県名古屋市

東京都新宿区

東京都千代 田区

東京都千代 田区

東京都港区

東京都港区
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